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各  位 

会 社 名 株 式 会 社 テ ク ノ ス ジ ャ パ ン 

住 所 東京都新宿区西新宿 3 丁目 20 番 2 号 

東 京 オ ペ ラ シ テ ィ タ ワ ー 1 4 階 

代 表 者 名 代 表 取 締 役  吉 岡  隆  

（コード番号：3666   東証プライム市場） 

問い合わせ先 取 締 役 長  小 林 希 与 志 

TEL. 03-3374-1212 

 

[開示事項の経過] 株式取得（子会社化）に関する株式譲渡契約締結のお知らせ 

 

当社は、2023 年 1 月 4 日付「株式取得（子会社化）に関する基本合意書締結のお知らせ」

にて公表いたしました、ブレインセラーズ・ドットコム株式会社の子会社化に関し、株主との間

で株式譲渡契約を締結いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 株式取得の理由 

当社は ERP・CRM の導入・保守を質の高いコンサル力、技術力、サポート力で顧客を支援

しています。また、当社独自の DX 協調プラットフォームである CBP を通じて企業間取引

やサプライチェーン全体の効率化を実現するクラウドサービスを提供しております。 

ブレインセラーズ・ドットコム株式会社は、自社開発の製品であるオンデマンド Web 帳

票ソリューション「biz-Stream」を中核にビジネスを展開している企業です。 

この度、ブレインセラーズ・ドットコム株式会社の持つ製品及びソフトウェア開発のノウ

ハウ、販売チャネルが当社ビジネスと十分な相乗効果が見込めるものと判断したことから、

ブレインセラーズ・ドットコム株式会社との株式譲渡契約を締結致しました。 

 

2. 株式を取得する会社の概要 

（ブレインセラーズ・ドットコム株式会社） 

(1）名称 ブレインセラーズ・」ドットコム株式会社 

(2）所在地 東京都千代田区九段北 1－13－5 

(3）代表者の役職・氏名 渡邉 治巳 

(4）事業内容  ソフトウェア開発事業 (R&D およびソフトウエア・パッケ

ージ製品開発と販売) 

 サービス事業 (ASP による PDF 動的生成によるオンデマン

ド・プリンティング・サービス) 

 複合的サービス事業 (新規事業：PDF 技術と ASP ノウハウ

を複合的に活用した広範囲なサービス事業) 

(5）資本金 90,879 千円 



 

 

 

(6）設立年月日 2000 年１月 26日 

(7）大株主及び持株比率 渡邉 治巳 1,269 株（100.00％） 

(8）当社と当該会社との間

の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

(9）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2019 年 12 月期 2020 年 12 月期 2021 年 12 月期 

純資産 481 百万円 491 百万円 505 百万円 

総資産 612 百万円 624 百万円 590 百万円 

1株あたり純資産 379 百万円 387 千円 398 千円 

売上高 685 百万円 664 百万円 482 百万円 

営業利益 50 百万円 １百万円 24 百万円 

経常利益 50 百万円 10 百万円 25 百万円 

当期純利益 26 百万円 ９百万円 14 百万円 

1株当たり当期純利益 20 千円 ７千円 11 千円 

1株当たり配当金 － － － 

 

3. 株式取得の相手先の概要 

(1）氏名 渡邉治巳 

(2）住所 東京都世田谷区 

(3）上場会社と当該個人の関係 記載すべき資本関係、人的関係、取引関係及 

び関連当事者への該当事項は ございませ 

ん。 

 

4. 株式取得数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数 ― 株 

（議決権の数：0 個） 

（議決権所有割合：0％） 

(2)取得株式数 1,269株 

（議決権の数：1,269 個） 

(3)取得価額 786 百万円 

(4)異動後の所有株式数 1,269株 

（議決権の数：1,269個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

 

5. 日程 

（１）基本合意書締結  2023 年１月４日 

（２）株式譲渡契約締結  2023 年１月 16日 

（３）株式譲渡渡実行  2023 年１月 16日 

 

6. 今後の見通し 

本件により、ブレインセラーズ・ドットコム株式会社は 2024 年 3月期より当社の連結子会社

となります。また、本件による 2023 年 3月期の連結業績に与える影響につきましては軽微であ

ります。開示すべき事項が発生した場合には、速やかに開示してまいります。 

 

以 上 


